
火山防災対応手順（案）について 

 

１．はじめに 

「火山情報の提供に関する緊急提言」では、気象庁と関係機関の連携強化に

ついても提言をいただいており、「火山防災対応手順」について以下のように記

述されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これを受け、全国の火山防災協議会に見本として提示できるよう、気象庁で

は「浅間山の火山防災対応手順（案）」を作成しているところである。 
 
２．「火山防災対応手順」について 

（１）噴火シナリオ、噴火警戒レベル表などについて 

（３）気象庁と関係機関の連携強化 

火山情報を火山防災に携わる地元の関係機関の具体的な防災対応につな

げるためには火山防災協議会（火山防災協議会が無い火山については気象

庁と関係機関の連携の場）の役割が大変重要である。そのため、あらかじ

め、その場を通じて関係機関の間で噴火に至る一連の流れの中で想定され

る火山活動の推移、その推移に応じた気象庁の情報発表及び地元の防災対

応の流れ（以下「火山防災対応手順」という。）を整理・共有し、全体で以

下の様な連携した対応を進めるべきである。 

① 気象庁は、火山活動の状況を分析し、火山防災協議会における、定期的
な会議の場で情報の共有と防災対応の確認を行う。 

② 気象庁は、各火山における注意すべき火山活動の変化、噴火警戒レベル
を引き上げるトリガーとなる変化等も含めた、想定される火山活動の推

移を火山噴火予知連絡会の委員及び地元の火山専門家の協力を得つつ

複数作成する。これを踏まえ、地元自治体が関係機関と協力し、噴火警

戒レベル１の段階も含めた防災対応について検討する。また、これらの

結果を関係機関と共有する。 

③ 火山活動の変化が観測された場合は、気象庁等は、直ちに臨時の火山防
災協議会の開催を求め、火山活動に関する状況の共有を図るとともに、

関係機関は最も蓋然性の高いと考えられる火山防災対応手順に沿った

防災対応を連携して実施する。 

④ 火山防災協議会において、噴火警戒レベルの引き下げの考え方について
あらかじめ検討し、火山防災対応手順に反映して防災対応の完了に至る

までを関係機関で共有する。 

資料４ 



 各火山防災協議会では、噴火警戒レベルを運用するにあたり、過去の火山噴

火の事例を整理するとともに、火山災害に関するハザードマップを参考にしな

がら、想定される火山活動の推移に対応した噴火警戒レベルと基本的な応急対

策を記載した噴火シナリオと、噴火警戒レベル表を作成している。また、気象

庁では、噴火警戒レベルを円滑に運用できるように、あらかじめ噴火警戒レベ

ルを変更する際の目安を判定基準としてとりまとめている。 
噴火警戒レベルを運用している火山においては、気象庁が噴火警戒レベルを

付した噴火警報を発表することにより、各自治体は、噴火シナリオや噴火警戒

レベル表に基づく対応を記載した地域防災計画に基づき、的確かつ迅速な防災

対応をとることとなっている。 
一方、火山活動の推移に対応して、噴火シナリオや噴火警戒レベル表が作成

されているが、噴火警戒レベルの引き上げ、つまり、警戒が必要な範囲の拡大

等に伴う防災対応についての記載が中心となっている。そのため、気象庁や各

関係機関の噴火警戒レベルの変更時の防災対応については、火山防災協議会の

中である程度共有できていたと思われるが、今回の御嶽山の噴火のように、火

山活動に何らかの変化があっても噴火警戒レベルの引き上げに至らない場合の

対応については、事前での共有が十分でなかった。 
 

（２）火山防災対応手順とは 
上記の課題を解決するためには、噴火警戒レベルの変更時のみならず、変更

には至らない場合も含め、火山活動が変化した場合やその変化が一定期間継続

した場合を想定し、気象庁や各関係機関が連携して行う防災対応を「火山防災

対応手順」として事前に整理・共有しておくことが必要であるという提言が出

された。 
火山活動の推移が想定内であれば、事前に整理・共有した「火山防災対応手

順」を組み合わせることで、円滑に火山防災対応を実施することができる。ま

た、想定とは異なる事象が発生した場合においても、既存の「火山防災対応手

順」のうち、防災対応が似ているものを選択・修正し共有することにより、防

災対応の遅れや不整合を低減できると思われる。 
 

（３）火山防災対応手順の例（「浅間山の火山防災対応手順（案）」） 
全国の火山防災協議会に提示する見本として、「浅間山の火山防災対応手順

（案）」を作成中である。 
今回の火山防災対応手順（案）の作成においては、不都合がない限り、噴火

シナリオ、噴火警戒レベル表、判定基準の変更は行わず、各ステージにおける

共有すべき関係各機関の防災対応を整理することとした。 



「火山防災対応手順」（案）の作成に向けて

「火山防災対応手順」とは、火山防災協議会（火山防災協議会の無い火山については
気象庁と関係機関の連携の場）を通じて整理・共有する、関係機関の間で噴火に至る
一連の流れの中で想定される火山活動の推移、その推移に応じた気象庁の情報発表
及び地元の防災対応の流れ。（H26.11.28 「火山情報の提供に関する緊急提言」より）

○手順作成の基本的な進め方（案）

１．想定される噴火シナリオに基づいて、噴火に向けて起こりうる事象やそれに応じて
発表する情報等を抽出する。

２．抽出した情報や事象への気象庁はじめ関係機関における対応を、防災計画やそれ
に基づく防災対応マニュアル等を参考にして、書き加える。

３．不足している部分は順次調整しながら、協議会の枠組みを通じて定めていくことと
する。

４．噴火シナリオや防災計画等に修正が生じた場合には、あわせて修正する。
５．火山活動に変化が生じた場合には、この手順も参考にしながら防災対応を進める。
（４項を適切に行うことにより実際に対応する場合に齟齬が生じないように努める）
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「火山防災対応手順」の利用のイメージ
平常時において、地元自治体や気象台、砂防部局、火山専門家等から構成される火山防災協議会（以下「協議

会」という。）の下で、防災対応の一連の流れを「火山防災対応手順」として整理・共有し連携を推進。

 気象庁は、火山噴火予知連絡会の委員や地元の専門家の協力を得て、想定される火山活動の推移を複数作
成し、火山情報の発表や臨時の協議会の開催の考え方等を関係機関と検討・共有。

 地元自治体は、想定される活動の推移を踏まえ、関係機関と協力し、噴火警戒レベル１の段階を含めた防災対
応を検討し、関係機関と共有。

 協議会で噴火警戒レベルの引き下げの考え方についてあらかじめ検討し、防災対応の完了に至るまでを関係
機関と共有。

火山活動の変化が観測された場合、気象庁は、臨時の協議会において、火山活動の状況を共有。関係機関は、
火山活動状況に応じた火山防災対応手順に沿って、防災対応を実施。

平
常
時

異
常
発
生
時

「火山防災対応手順」
を確認

火山防災対応手順(例) ※火山毎に作成

火山活動の変化を知らせる情報発表の考え方

・火山性地震回数が○回/時
・火山性微動が発生

・低周波地震が発生
・地殻変動に急激な変化

臨時の協議会の開催の考え方

・火山活動に○○の変化が見られる場合

・「火口周辺警報(レベル2)」に引き上げる必要があ
る場合

「火口周辺警報(レベル2)」引き上げの考え方

・火山性地震回数が○回/日
・火山性微動が発生

・低周波地震が○回/日
・地殻変動に急激な変化

防災対応

・火山情報の周知（伝達経路、情報掲示場所等の確認）
・火山活動の変化に応じたこまやかな規制の実施
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臨時の協議会において
火山活動状況を共有

火山活動の変化を観測 対応手順に沿った防災対応を
関係機関が実施



浅間山の噴火警戒レベル
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浅間山の噴火シナリオ



①

③

⑤

⑧

⑦

⑩

⑭

⑮
⑰

⑯
②

【火
山
活
動
の
変
化
】

⑦

⑨

⑫

④

⑥

⑬

⑪

⑳

浅間山の噴火シナリオ（対応手順番号等の追加）
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レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

⑲

⑫

⑨

⑨

⑧

⑱

⑪



噴火に向けて想定される火山活動の状況（浅間山の例）
レベル 火山活動の状況 情報発表など 主な防災対応例 対応手

順番号

１ 平常（火口内の活動あり） 定期的な情報発表 ５００ｍ規制継続、
啓発活動

①

火山活動の変化（レベル１の
範囲内）

臨時の解説情報 ５００ｍ規制継続、
情報の周知

②

１→２ 小噴火が発生（前兆現象なし） 火口周辺警報（２ｋｍ）、
臨時の解説資料

規制範囲拡大（２ｋｍ）、
警報の周知、
臨時の協議会

⑤

小噴火の前兆現象（火山活動
の高まり）

③

２ 小噴火の前兆現象（火山活動
の高まり）が継続

定期の解説情報 ２ｋｍ規制継続と周知、
情報の周知

④

小噴火が発生（前兆現象あり） 臨時の解説情報や解説資料 ２ｋｍ規制継続と周知、
必要に応じて臨時の協議会

⑥

顕著な火山活動が継続（レベ
ル２の範囲内）

定期の解説情報 ２ｋｍ規制継続と周知、
情報の周知

⑦

顕著な噴火が発生（レベル２の
範囲内）

臨時の解説情報や解説資料 ２ｋｍ規制継続と周知、
必要に応じて臨時の協議会

⑧

１、２→３ 中噴火が発生（前兆現象なし） 火口周辺警報（４ｋｍ以内）、
臨時の解説情報や解説資料

入山規制（４ｋｍ以内）、
警報の周知、
臨時の協議会、
必要に応じて住民説明会

⑪

中噴火の前兆現象 火口周辺警報（４ｋｍ以内）、
臨時の解説情報や解説資料

⑨

３ 中噴火の前兆現象が継続 定期の解説情報 入山規制継続と周知、
情報の周知

⑩
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噴火に向けて想定される火山活動の状況（浅間山の例）

レベル 火山活動の状況 情報発表など 主な防災対応例 対応手
順番号

３ 中噴火が発生（前兆現象あり） 臨時の解説情報や解説資料 入山規制継続と周知、
必要に応じて臨時の協議会

⑫

顕著な火山活動が継続（レベ
ル３の範囲内）

定期の解説情報 入山規制継続と周知、
必要に応じて住民説明会

⑬

顕著な中噴火が発生（レベル３
の範囲内）

臨時の解説情報や解説資料 入山規制継続と周知、
必要に応じて臨時の協議会、
必要に応じて準民説明会

⑭

３→４ 天仁・天明クラスの噴火（大噴
火）の前兆現象（中噴火が断
続的に発生）

噴火警報（避難準備）、
臨時の解説情報や解説資料

避難所開設、
要支援者避難、
災害警戒本部開催

⑮

４→５ 天仁・天明クラスの噴火（大噴
火）が切迫（中噴火が頻発）

噴火警報（避難）、
臨時の解説情報や解説資料

住民避難、
災害対策本部開催

⑯

天仁・天明クラスの噴火（大噴
火）が発生

噴火警報（避難）、
臨時の解説情報や解説資料

住民避難、
災害対策本部開催

⑰

【以下、参考ケース】

４，５→３ 天仁・天明クラスの噴火（大噴
火）の発生する可能性が収ま
る

火口周辺警報（４ｋｍ以内） 避難解除 ⑱

３→２ 中噴火が発生する可能性が収
まる

火口周辺警報（２ｋｍ以内） 規制緩和 ⑲

２→１ 小噴火が発生する可能性が収
まる

噴火予報（警報解除） 規制緩和（５００ｍ規制に） ⑳
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火山防災対応手順（案）（平常時の例）
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それぞれの事象において必要となる対応を各機関（気象庁内各官署を含む）において記載

主に気象庁にてリストアップ 協議会を通じて所属機関で追記

想定される対
応事項を記載



火山防災対応手順（案）（火山活動の変化時の例）
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火山防災対応手順（案）（火山活動の変化時の例）

10


